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高松市議会議員の費用弁償およびその供託に係る公金支出に関する住民監査

請求について，地方自治法（以下｢法｣という。）第２４２条第４項の規定によ

り監査したので，その結果を同項の規定により次のとおり公表します。

なお，綾野和男監査委員および大橋光政監査委員は，法第１９９条の２の規

定により，除斥されています。

平成１８年１月１３日 

高松市監査委員 北 原 和 夫 

同       吉 田 正 己 

高松市議会議員の費用弁償およびその供託に係る公金支出に関す 

る住民監査請求の監査結果について

第１ 請求の受理

１ 請求人

住所・氏名 省略

２ 請求書の受付

平成１７年１１月１６日

３ 請求の要旨（原文）

別紙事実証明書（氏名不詳の高松市議会議員作成の平成１５年６月２３

日付費用弁償受け取り拒否通告書，供託例としての供託官作成の平成１７

年４月５日付供託金受領証写し・歳出管理票・費用弁償明細書（注）事実

証明書については省略した。）の記載によると，氏名不詳の高松市議会議員

は，「高松市議会の議員の報酬及び費用弁償等に関する条例」の規定に基づ

き高松市長が支払った費用弁償につき受領拒否をし，高松市に対して供

託に要する費用（郵券代金，封筒代金，職員の事務処理に要する人件費相

当額）相当額の損害を与えているほか，別紙「費用弁償受け取り拒否通
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告書」の記載によると，同議員は費用弁償に係る金員の支払請求権を行使

しないことを表明し支払請求権を放棄しているのであるから，高松市は支

払義務はないので当該支払行為自体が違法な公金支出となるのである。

高松市が費用弁償として一旦支出した金員を同議員が高松市に戻入する行

為が公職選挙法第１９９条の２に規定する「寄附の禁止」の規定に違反す

る行為であるとの解釈もあり得るが，若し仮に公職選挙法に抵触すると仮

定しても，同議員自身の問題であり，高松市長は戻入に応じる必要がある

のであり戻入を怠ることはできないのである。結局，①別紙「費用弁償受

け取り拒否通告書」の記載の通り権利者が支払請求権を放棄して高松市に

は支払義務がないのに公金を支出する行為は違法な公金支出に該当し，②

一旦，支出した費用弁償に係る公金の戻入を怠る不作為は地方自治法第  

２４２条第１項に規定する違法な怠る事実に該当するものであり，③若し

仮に，高松市に支払義務があると仮定しても，供託の原因を作った議員自

身は上記の供託に要する費用相当額の損害を高松市に与えているのである。

本件各公金支出又は怠る事実は，上記の①②③のいずれであると解したと

しても，地方自治法第２４２条第１項に規定する違法な公金支出又は怠る

事実に該当するものであり，地方自治法第２３２条第１項，同法第２条第

１４項，地方財政法第４条第１項の各規定にも違反する違法な公金支出又

は怠る事実に該当するものである。本件住民監査請求の費用弁償に係る公

金支出に関する対象期間は，本件住民監査請求前１年間の公金支出を対象

とするものであるが，費用弁償の戻入を怠る事実については平成１５年６

月２３日付「費用弁償受け取り拒否通告書」の受領後に支出した費用弁償

の全部を対象とするものである。  

   よって，本件請求人は，高松市監査委員が，上記各公金支出及び各費用

弁償に係る公金の戻入を怠る事実につき責任を有する者に対して上記記載

の各損害の補填をさせる等の「必要な措置」を講ずるよう高松市長に対し

て勧告することを求める。  

４ 請求の要件審査  

本件請求は，法第２４２条所定の要件を備えているものと認めた。  
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第２ 監査の実施  

１ 監査対象事項等  

本件請求による監査対象事項は，高松市（以下「市」という。）の職員が，

費用弁償受け取り拒否通告書（以下「通告書」という。）を提出している高

松市議会議員（以下「当該議員」という。）に対して，費用弁償に係る公金

を支出していることおよび当該費用弁償の供託に要する費用に公金を支出

していることが違法な公金の支出に該当するか否か，また，供託した費用

弁償金の戻入を怠っていることおよび当該議員に対して供託に要した費用

相当額の損害賠償請求をしないことが財産の管理を怠る事実に該当するか

否かという事項である。  

そして，その措置請求の内容は，費用弁償および当該費用弁償の供託に

要する費用の公金支出ならびに供託した費用弁償金の戻入および当該議員

に対して供託に要した費用相当額の損害賠償請求を怠る事実について責任

を有する者に対して，当該損害の補填を求めるほか必要な措置をとるよう，

高松市長（以下「市長」という。）に対して勧告することを求めるものであ

る。  

   また，監査委員は，法第２４２条第６項の規定に基づき，請求人に対し

て，平成１７年１２月１６日に証拠の提出および陳述の機会を与えたとこ

ろ，請求人は，同年１２月５日に陳述に代えて陳述書を提出したが，その

要旨はおおむね請求書と同様なものであった。  

２ 監査対象部局  

本件監査対象部局は，市議会事務局総務調査課である。 

 

第３ 監査の結果  

本件請求について，監査委員は，合議により次のとおり決定した。  

本件請求は，措置請求に理由がないものと判断する。  

以下，その理由を述べる。  

１ 監査により認められた事実  

  監査は，関係書類を調査するとともに，監査対象部局の職員等から事情  

 聴取するなどの方法により実施し，その結果，次の各事実を確認した。  
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    高松市議会議員に対する費用弁償に関する規定  

   ア 法律上の規定  

     法は，第２０３条第３項において，普通地方公共団体の議会の議員

などは「職務を行うため要する費用の弁償を受けることができる。」

と規定し，普通地方公共団体が議会の議員などに対して費用弁償しな

ければならない義務を負うことを明確に示したうえ，その支給につい

ては，同条第５項で「報酬，費用弁償及び期末手当の額並びにその支

給方法は，条例でこれを定めなければならない。」と規定している。  

  イ  条例上の規定  

 市は，この法第２０３条第５項の規定に基づき，高松市議会の議員

の報酬及び費用弁償等に関する条例（以下「費用弁償等に関する条例」

という。）を制定しており，同条例第４条第１項で，「議員が公務のた

め旅行した場合は，費用弁償として，－中略－旅費を支給する。」と規

定するとともに，同条第２項で「議員が，招集に応じて会議に出席し

た場合または議会の議決により付議された特定の事件についての審査

のため委員会に出席した場合は，前項の規定にかかわらず，費用弁償

として次の区分による旅費を支給する。ただし，公用車（これに相当

するものを含む。）を使用したときは，１日につき３，０００円とする。」

と規定し，その区分による具体的な費用弁償の金額は，①招集地から

４ キ ロ メ ー ト ル 未 満 に 住 所 を 有 す る 議 員 に 対 し て は １ 日 に つ き  

６，０００円（同項第１号）②招集地から４キロメートル以上に住所

を有する議員に対しては１日につき６，５００円（同項第２号）と定

めている。そして，同条第３項は，「旅費の支給方法は，一般職の職員

に支給する旅費の例による。」と定めている。  

    高松市議会議員に対する費用弁償支給に関する事務手続  

    市は，高松市議会議員（以下「議員」という。）に対して費用弁償を支

給する事務を行うに当たり，あらかじめ各議員の住所と招集地との距離

を地図上で測定し，各議員が費用弁償等に関する条例第４条第２項第１

号または第２号のいずれに該当する議員であるかを決定し，会議等への

出席状況に応じて算出される費用弁償の額の計算に備えている。そして，
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各議員の会議等の出席状況の確認については，本会議の場合は議場に入

る市職員が，委員会の場合は委員会室に入る市職員がそれぞれ現場で確

認し，出欠票を作成しており，欠席する議員は，高松市議会会議規則に

基づき，欠席の届をすることになっているため，その届の提出状況と照

合して確認している。  

    そして，会議等のあった月末に，あらかじめ決定している各議員ごと

の費用弁償の単価に各議員の出席日数を乗じて，当月分の費用弁償支給

額を算定し，各議員の氏名，出席日，出席日数，費用弁償の単価および

費用弁償支給額を記載した費用弁償内訳書を各議員ごとに作成している。 

     この費用弁償の支出については，法施行令第１６１条第１項第４号お  

よび高松市会計規則（以下「規則」という。）第７２条第１項第６号の規  

定に基づき，市職員にその経費の金額を交付して，現金支払をさせる資  

金前渡の方法を採っているため，資金前渡者である市職員は，会議等が  

開会された月末または翌月の初めに，支給対象となる議員全員分の費用  

弁償金に係る支出負担行為伺兼支出命令の決裁を受け，翌月５日に指定 

金融機関から費用弁償金を受領し，あらかじめ作成している費用弁償内  

訳書とともに費用弁償金を登庁する各議員に直接手渡し，これを受領し  

た各議員から受領書に受領確認印の押印を受け，それを資金前渡の精算  

に係る歳出管理票に貼付し，支給対象の議員全員に対する費用弁償の支  

給が完了した日から５日以内に精算を行っている。 

  当該議員に対する費用弁償を供託するに至った経緯  

   ア 当該議員から通告書が提出された経過 

     当該議員は，平成１５年４月２７日に施行された高松市議会議員選

挙に立候補して当選し，初めて議員になったものであり，同年５月  

１５日に開会された平成１５年第２回高松市議会臨時会に出席したの

で，市は，同年６月初め頃，費用弁償等に関する条例に基づき，当該

議員に対し，費用弁償として６，５００円を支給しようとしたところ，

当該議員から，その額が実際の費用を大きく超えていることや多くの

自治体で費用弁償を廃止していること，市もこの制度自体の見直しや

廃止を検討すべきであることなどを理由に，口頭でその受領を拒否す



 6

る旨の通告を受け，その受領を拒否された。これに対し，市は，費用

弁償の法例上の規定や，受領拒否が公職選挙法（以下「公選法」とい

う。）の禁止する寄附に該当することになることなどを当該議員に説明

し，その受領を要請したが，当該議員は受領拒否の意思が固く，市の

要請に応じる態度を示さず，市に対し平成１５年６月２３日付けで，

通告書を提出するに至った。  

この通告書は，「費用弁償受け取り拒否通告書」と題しているところ

からも明らかなように，当該議員が費用弁償金の受領を明確に拒否す

る意思表示をしたものであり，同通告書に記載されている受領拒否の

理由は，前記口頭拒否の際に述べていたことと同旨である。 

   イ 当該議員の通告書による意思表示に対する市の判断および対応 

市は，当該議員が費用弁償の受領を拒否することは，公選法第  

１７９条第２項規定の寄附に該当するところ，同法第１９９条の２第

１項は，公職の候補者または公職の候補者となろうとする者（公職に

ある者を含む。）は，当該選挙区（選挙区がないときは選挙の行われ

る区域。）内にある者に対し，いかなる名義をもってするを問わず，

寄附をしてはならない旨を規定しており，当該議員の費用弁償金の受

領拒否の行為は，同規定に抵触すると判断し，市として，その受領拒

否を認め，費用弁償金の支払をしないこととすることはできないと決

した。 

   ウ 費用弁償金を供託する必要性 

     市は，当該議員から費用弁償金受領拒否の意思表示があっても，な

お，当該議員に対して，費用弁償金を支給しなければならない責務が

あると判断したものの，現実に当該議員が，その受領を拒否する態度

をとり続ける限り，その支給を実行することは困難であり，当該議員

に対する費用弁償金の支給は未処理の状態が続くことになる。その一

方，市では，規則上，資金前渡により支出した公金は，用務終了後，

一定の期間内に精算することが義務づけられており，遅くとも当該年

度の出納閉鎖までにそれを完了する必要があり，当該議員に費用弁償

金として支給すべく支出した公金については，資金前渡者による保管
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継続か，供託のいずれかの方法により対応しなければならないことに

なる。 

     そのうち，資金前渡者による保管については，当該議員による受領

が全然見込めない状況では，その期間が長期に及ぶことが予測され，

公金の適正な管理を図る上で適当ではなく，かつ，正当債権者である

当該議員に対する支給が実現されない以上，市が支払義務を果たした

ことにはならず，未処理状態が継続することに変わりがないので，市

として採用すべき方法ではないと決定した。 

     そうすると，市としては，当該議員が受領する意思のない状況の中

で，費用弁償等に関する条例の規定に基づく市の支払義務を果たすた

めには，これを供託することによって債務の消滅を図る外はないもの

と考え，平成１５年６月２３日付けで市長決裁を受け，供託を決定し

たものである。  

    当該議員に対する費用弁償の供託手続等 

   ア 費用弁償の供託に関する事務手続 

市は，当該議員に対して支給すべき平成１５年５月分費用弁償金 

６，５００円について，平成１５年６月２６日に供託所である高松法

務局に対し，受領拒否を原因として，当該議員を被供託者とする供託

を行い，供託所が発行する同日付けの供託金受領書を持ち帰ったうえ，

それを資金前渡の精算に係る歳出管理票に貼付し，同日付けで精算し

ている。 

  また，市は，これ以降の当該議員に対する費用弁償金支給に係る支

出についても，当該議員の受領拒否の意思は変動がなかったため，供

託を行っている。 

その供託から精算までの一連の事務手続は，前述の平成１５年５月

分費用弁償の取扱いと同様であり，各月の支出負担行為伺兼支出命令

および供託伺決裁の決裁日が，会議等のあった月の月末や翌月の初め

となって，多少前後しているものの，各月とも会議等のあった翌月の

５日までに支出し，それを供託した後，規則に基づき用務終了後，５

日以内に適正に精算されており，その詳細は，別紙のとおりである。 
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  なお，市は，民法第４９５条第３項の規定に基づき供託者としての 

 義務である供託の通知を行うため，供託規則に基づき，費用弁償金に 

併せて郵便切手および封筒を供託所へ提出している。 

イ 費用弁償の供託に要した費用 

     市は，当該議員が通告書を提出した平成１５年６月から本件請求が

提出されるまでの間に，２１回供託しており，それに要した費用相当

額は，次のとおりである。 

費   目 単  価 供託回数 金  額 

郵 便 切 手 代 金     ８０円／枚 ２１ １，６８０円

封筒代金相当額   １．７８円／通 ２１ ３７円

人 件 費 相 当 額 １，４０４円／時間 ２１ ２９，４８４円

合  計  ３１，２０１円

     なお，供託に要した人件費相当額の単価については，この事務処理 

    に正規の勤務時間内で１時間程度要したものとし，その事務に従事し

た担当職員の過去３か年の４月１日現在の給与を平均した額をもと

に算定したものである。 

    当該議員による費用弁償金受領拒否の意思表示と公職の候補者等の寄 

   附行為禁止を定める公職選挙法の規定との関係 

 公選法第１７９条第２項は，「この法律において「寄附」とは，金銭，

物品その他の財産上の利益の供与又は交付，その供与又は交付の約束で

党費，会費その他債務の履行としてなされるもの以外のものをいう。」

と規定しており，この場合の「寄附」とは，いかなる名目，いかなる方

法によるものであっても，いやしくも相手方に財産上の利益を与えるも

のは，すべて該当するものであって，債権の放棄といえども相手方に財

産上の利益を供与するものであるから，寄附に該当するものとされてい

る。 

 市は，議員の報酬請求権については，議員の身分と表裏一体をなすも 

のであって，まだ支給期日の到来しない部分について，報酬の辞退を意

思表示することはできないが，具体的に発生した報酬請求権の辞退の意

思表示があれば権利の放棄とみることができるとされていることから，

具体的に発生した費用弁償の請求権についても，これを放棄することは，



 9

一般的に可能と考えられるが，公職にある当該議員が費用弁償金の受領

を拒否することは，これを支払う義務がある市に対し，前述で示したよ

うに債権を放棄することで財産上の利益を供与するものであり，公選法

第１７９条第２項に規定されている「寄附」に該当するものと判断して

いる。  

そして，同法第１９９条の２第１項は，公職の候補者または公職の候

補者となろうとする者（公職にある者を含む。）は，当該選挙区（選挙

区がないときは選挙の行われる区域。）内にある者に対し，いかなる名

義をもってするを問わず，寄附をしてはならない旨を規定し，これに違

反するものに対しては同法第２４９条の２第１項に処罰規定があるとこ

ろ，市は，前述のように当該議員の費用弁償金受領拒否が同法第１７９

条第２項に規定されている「寄附」に該当するものと解しているので，

必然的にこの規定に抵触するものと判断している。  

したがって，市において，当該議員が費用弁償の受領を拒否すること

を認め，これを債権放棄として処理することは，当該議員に公選法第 

１９９条の２第１項の公職の候補者等の寄附の禁止に関する規定に抵触

する行為をさせることとなるため，法令を遵守すべき市として認めるこ

とはできず，当該議員から通告書が出された後も，なお，法および費用

弁償等に関する条例に基づく当該議員に対する費用弁償の支給の責務を

果たす必要があり，そのために当該議員に支給すべき費用弁償金を供託

することは止むを得ないものであると認識している。 

 ２ 監査委員の判断 

  市が，当該議員の通告書による費用弁償金受領拒否の意思表示後，当

該議員を被供託者として当該議員に支給すべき費用弁償金を供託したこ

との合法性について 

    請求人は，当該議員が通告書によって費用弁償金の受領を拒否し，そ

の支給を受ける権利を放棄しているので，市には当該議員に費用弁償金

を支給する債務は無くなっており，その支給をなすべきではないのに，

市がその支給のため公金を支出していることは違法な公金の支出である

旨主張しているので，まず，この点について検討する。  
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   ア 債権の放棄とは，債権者が債務者に対する権利を無償で放棄するこ

とを言い，免除と同義語で，債権者の債務者に対する一方的な意思表

示によって債務を消滅させる単独行為である。 

したがって，請求人が主張するように，費用弁償金の支給請求権を

有する当該議員が，これを支給すべき債務を負担する市あてに通告書

を提出したことが債権放棄の意思表示に該当し，その債権放棄が有効

なものと認められるとすれば，当該議員が有する費用弁償請求債権は

消滅したこととなり，市は，その支給をなすべきではないことになる

ので，当該議員の上記通告が債権放棄の意思表示に該当するものであ

るか否か，また，それが債権放棄の意思表示に該当するものと認めら

れた場合に，その有効性はどうかという点を検討する必要がある。 

      イ   そこで，まず，当該議員の通告書による通告が債権放棄の意思表示

と認められるか否かについて検討する。 

当該議員は，通告書において，議員の費用弁償金の支給は法第 

２０３条第３項の規定により認められたものであるが，その支給を具

現化するために制定された費用弁償等に関する条例に規定されている

支給金額は，実際の費用を大きく上回るもので相当ではなく，法第２

条の「地方公共団体は，その事務を処理するに当たっては，住民の福

祉の増進に努めるとともに，最少の経費で最大の効果を挙げるように

しなければならない。」との規定の趣旨にも抵触しており，他の多くの

自治体では費用弁償の制度を廃止しているので，市も，これに習って

廃止すべきであるという政治的信念を表明した上，費用弁償金の受領

を拒否する旨を通告するとともに，今後，費用弁償の請求権を行使し

ないことを明言し，市においては，上記条例が改正されるまで費用弁

償を支給しないことを要請する旨の意思表示をしている。 

当該議員がこの意思表示の中で挙げている費用弁償金受領拒否の理

由の当否はともかくとしても，当該議員が，この通告で，すでに具体

的に発生している費用弁償金の受領を拒否するとともに，今後，基本

的な費用弁償請求権自体も行使しないことを明言しているので，その

通告が，すでに具体的に発生している費用弁償金請求権はもとより基
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本的な費用弁償金請求権そのものも債権放棄する意思表示をしている

ものと見るのが相当であろう。 

   ウ そこで，次に，当該議員の上記債権放棄の効力如何について検討す

る。 

     費用弁償は，普通地方公共団体が法の規定に基づいて支給しなけれ

ばならない義務を負うものであり，これを受ける権利は公法上の権利

で，議員の身分と表裏一体をなすものであるので，条例をもってこれ

を支給しないことを定めたり，あらかじめこれを受ける権利を放棄す

ることはできないものとされているが，具体的に発生した費用弁償金

請求権を辞退する旨の意思表示があれば，これを権利の放棄とみるこ

とができると解されている。  

   そうすると，当該議員の上記債権放棄の意思表示のうち，あらかじ

め費用弁償を受ける権利を放棄するものと認められる通告書提出後の

債権放棄は，その権利を認めている法に違反するものとして，無効な

ものと言わなければならず，その効力は認められないことになるので，

その請求権は当該議員の上記意思表示にかかわらず消滅しないことに

なり，市の支給義務は残ることとなる。  

 エ  一方，当該議員が通告書を提出するより前にすでに具体的に発生し

ていた費用弁償金の債権放棄の効力について検討するに，「監査によ

り認められた事実」ので明らかにしているように，その効力を是認

すれば，債権は消滅することになり，市は，支給すべき費用弁償金相

当額の支出を免れて，公選法第１７９条第２項に規定する寄附を受け

ることとなるところ，その寄附は，同法第１９９条の２第１項が規定

する公職の候補者等の寄附の禁止に違反する行為に該当し，同法第  

  ２４９条の２第１項規定の処罰の対象となる結果を招来させることに

なり，違法で社会的妥当性を欠くものとして無効であると言わなけれ

ばならず，その効力は否定されるので，その請求権も当該議員の上記

意思表示にかかわらず消滅しないことになり，市の支給義務は残るこ

ととなるものと言えよう。  

   そして，当該議員の通告書提出後に順次具体的に発生する費用弁償
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金についても，当該議員が明確に受領拒否の態度をとり続けているの

で，その都度，債権放棄がなされるものと見なければならず，それら

債権放棄も，当該議員の通告書提出以前に具体的に発生していた費用

弁償金の場合と同様に，違法かつ社会的妥当性を欠くものとして，そ

の効力が否定されることになるので，市の支給義務に変動を生じるも

のではないと認めざるを得ない。  

 オ  このように，市は，当該議員から費用弁償金支給請求権を放棄する

旨の意思表示を受けても，その債権放棄は違法なものとして効力が認

められない以上，なお当該議員に対して費用弁償金を支給すべき義務

が残るので，これを支給しなければならない状況にあったが，当該議

員が，その受領を拒否し続けているため，これを実行することができ

ず，困窮していたものであり，市は，「監査により認められた事実」の

のウで認めているとおり，会計事務処理上，当該年度の出納期限内

に支給事務を完了しなければならない要請があることに配慮し，別紙

記載のとおり，当該議員を被供託者として，当該議員に支給すべき費

用弁償金を順次供託し，その責務を果たしたものに過ぎず，その公金

支出には何らの違法もないものと言わなければならず，請求人の上記

主張は失当である。 

  市が，当該議員に支給すべき費用弁償金を供託するに要した費用を市

の公金から支出したことの適法性について 

請求人は，仮に市に当該議員に対する費用弁償金支給の義務があると

しても，これを供託した原因は当該議員が受領を拒否したことによるも

のであるから，その供託に要した費用は当該議員に負担させるべきであ

り，これを公金で支出することは違法である旨主張しているので，この

点について検討する。  

市が，当該議員に支給すべき費用弁償金を供託するに至った原因が当

該議員の受領拒否にあったことは請求人主張のとおりであり，その供託

に要した費用は，「監査により認められた事実」ののイに示したとおり

である。  

この供託に要した費用は，当該議員が受領拒否をせず，任意に受領し
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ておれば不要なものであったことは事実であり，その費用を要した原因

が当該議員の受領拒否という行為によることは明らかであるが，当該議

員が費用弁償金の支給を受けることは権利ではあるものの，これを受領

すべき義務があるものではなく，当該議員の受領拒否に責任が生じるも

のとは言えない。  

そして，市は，「監査により認められた事実」ののウで認めていると

おり，受領拒否の態度をとり続ける当該議員に費用弁償金の支給事務を

実行するに当たり，会計事務処理上，当該年度の出納期限内に支給事務

を完了しなければならない要請があることに配慮して，現実の支給に代

えて供託の方法をとる方針を決定した上，供託手続をとるに至ったもの

であり，その供託に要した費用は，市が当該議員に対する費用弁償金支

給の責務を果たすための費用として当然に市が負担すべきものであり，

これを公金から支出することには何ら違法は認められない。  

よって，この点に関する請求人の上記主張には何ら理由がないものと

言わなければならない。  

    市が，当該議員を被供託者として供託した費用弁償金の取戻しによる

戻入をしていないことの適法性について 

      請求人は，当該議員を被供託者として供託した費用弁償金は，当該議

員が受領拒否をしているので，本来，支給する責務がないものであるか

ら，市が取戻して市会計に戻入すべきであるところ，市はその戻入をし

ておらず，財産の管理を怠る事実がある旨主張しているので，この点に

ついて検討する。  

      法施行令第１５９条は，歳出の誤払いまたは過渡しとなった金額につ

いては，収入の手続の例により，これを当該支出した経費に戻入しなけ

ればならない旨を規定している。 

しかし，市が当該議員を被供託者として供託した費用弁償金は，前

で詳述しているとおり，当該議員が受領拒否の表明により費用弁償金の

請求権を放棄する意思表示をしているとはいえ，その債権放棄は違法で

効力が認められるものではなく，市は依然として当該議員に対して費用

弁償金を支給すべき責務があり，これを全うすべく当該議員に支給すべ
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き費用弁償金を現実に支給することに代えて，これを供託したものであ

り，支給すべき責務がないのに誤って支給すべく供託したものでないこ

とは明らかであり，歳出の過渡しのないことも明らかであるので，戻入

を要する事実は一切認められない。 

したがって，この点に関する請求人の上記主張にも何ら理由がないも

のと言わなければならない。 

    市が，当該議員を被供託者として費用弁償金を供託するに要した諸費 

   用を当該議員から返還させる請求をしていないことの適法性について 

    請求人は，仮に市に当該議員に対する費用弁償金支給の義務があると

しても，これを供託した原因は当該議員が受領を拒否したことによるも

のであるから，その供託に要した費用は当該議員に負担させるべきであ

り，その費用相当額を損害賠償として当該議員に請求すべきであるに，

その損害賠償を請求しておらず，財産の管理を怠った事実がある旨主張

しているので，この点について検討する。  

    市が，当該議員に支給すべき費用弁償金を供託するに至った原因が当

該議員の受領拒否にあったことは請求人主張のとおりであり，その供託

に要した費用は，「監査により認められた事実」ののイに示したとおり

であるが，その費用を市の公金で支出することは，前で詳述している

とおり，それを支給すべき責務を負う市として当然なことであり，何ら

の違法も認められない。そして，その供託費用は，当該議員の受領拒否

により支出を余儀なくされたものではあるが，当該議員が費用弁償金の

支給を受けることは権利ではあるものの，これを受領すべき義務がある

ものではなく，当該議員の受領拒否に責任が生じるものとは言えないの

で，市には，当該議員に対して，その費用相当額を損害賠償請求する権

利はなく，その請求をしていない市に何ら財産の管理を怠る事実がある

と認めることはできない。  

  よって，この点に関する請求人の上記主張にも何ら理由がないものと

言わなければならない。 

  本件各公金支出における法第２３２条第１項および同第２条第１４項

ならびに地方財政法第４条第１項の各規定違反の有無について  
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    最後に，請求人は，当該議員に対する費用弁償金に支給のための供託

および供託費用の公金支出について，法第２３２条第１項および同第２

条第１４項ならびに地方財政法第４条第１項の各規定に違反するものが

あり，いずれも違法な公金の支出であると主張しているので，この点に

ついて検討する。  

    請求人が主張する法第２３２条第１項および同第２条第１４項ならび

に地方財政法第４条第１項の各規定は，地方公共団体が，その事務を行

うに当たり，必要な経費を支出する場合，最少の経費で最大の効果をあ

げるようにしなければならないという趣旨を規定しているものである。  

    当該議員に対する費用弁償金に支給のための供託および供託費用の公

金支出については，前項までに詳述しているところから明らかなとおり，

いずれの公金支出も，正当な理由で，適正な手続によって行われ，適正

に算定した最少の経費で最大の効果をあげているものと認められ，前記

各規定に違反するものは何ら見当たらず，違法・不当なものとは言えな

い。  

 また，その支出が市に損害を与えたものとは到底認められず，請求人

の上記主張には何ら理由がないものと言わなければならない。  

 

   以上検討のとおり，請求人の主張は，いずれも理由がなく，失当である。  

  よって，本件措置請求には理由がないものと判断する。  
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 別紙

会議等のあった月
出 席
日 数

費用弁償の

金 額

(単位 円)

支出負担行

為伺兼支出

命 令 日

前 渡 金
受 領 日

供託伺決
裁起案日

供 託 伺
決 裁 日

供 託 日 精 算 日

平成１５年５月 1 6,500 6月23日 6月26日 6月25日 6月26日 6月26日 6月26日

平成１５年６月 2 13,000 7月1日 7月4日 7月1日 7月2日 7月4日 7月4日

平成１５年７月 7 45,500 8月1日 8月5日 8月1日 8月4日 8月5日 8月5日

平成１５年９月 8 52,000 10月1日 10月3日 10月1日 10月1日 10月3日 10月3日

平成１５年１１月 2 13,000 12月1日 12月5日 12月1日 12月1日 12月5日 12月5日

平成１５年１２月 8 52,000 1月5日 1月5日 1月5日 1月5日 1月5日 1月6日

平成１６年３月 12 78,000 3月31日 4月5日 3月31日 3月31日 4月5日 4月5日

計 40 260,000

平成１６年５月 1 6,500 6月1日 6月4日 5月31日 6月1日 6月4日 6月4日

平成１６年６月 8 52,000 7月1日 7月5日 6月29日 6月29日 7月5日 7月5日

平成１６年７月 1 6,500 8月2日 8月5日 7月29日 8月2日 8月5日 8月5日

平成１６年８月 1 6,500 9月1日 9月3日 8月31日 9月1日 9月3日 9月3日

平成１６年９月 4 26,000 10月1日 10月5日 10月1日 10月1日 10月5日 10月5日

平成１６年１０月 1 6,500 11月1日 11月5日 11月1日 11月1日 11月5日 11月5日

平成１６年１２月 8 52,000 1月4日 1月5日 1月4日 1月4日 1月5日 1月5日

平成１７年２月 2 13,000 3月1日 3月4日 3月1日 3月1日 3月4日 3月4日

平成１７年３月 12 78,000 3月31日 4月5日 3月31日 3月31日 4月5日 4月5日

計 38 247,000

平成１７年５月 1 6,500 6月1日 6月3日 6月1日 6月2日 6月3日 6月3日

平成１７年６月 7 45,500 7月1日 7月5日 7月1日 7月1日 7月5日 7月5日

平成１７年７月 1 6,500 8月1日 8月5日 8月1日 8月2日 8月5日 8月5日

平成１７年８月 1 6,500 9月1日 9月5日 9月1日 9月1日 9月5日 9月5日

平成１７年９月 8 52,000 10月3日 10月5日 10月3日 10月3日 10月5日 10月5日

計 18 117,000
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高松市監査委員告示第２号  

 

高松市議会議員の費用弁償およびその供託に係る公金支出に関する住民監査  

請求に係る個別外部監査の請求について，地方自治法（以下「法」という。）

第２５２条の４３第９項の規定により，高松市長に同条第２項前段の規定によ

る通知を行わなかった理由を次のとおり公表します。  

 

平成１８年１月１３日  

 

               高松市監査委員 北 原 和 夫 

               同       吉 田 正 己 

               

高松市議会議員の費用弁償およびその供託に係る公金支出に関す  

る住民監査請求に係る個別外部監査の請求について  

    

第１ 請求の内容  

１ 請求人  

住所・氏名 省略  

２ 請求書の受付  

平成１７年１１月１６日  

  ３   請求の要旨（原文）  

別紙事実証明書（氏名不詳の高松市議会議員作成の平成１５年６月２３

日付費用弁償受け取り拒否通告書，供託例としての供託官作成の平成１７

年４月５日付供託金受領証写し・歳出管理票・費用弁償明細書（注）事実

証明書については省略した。）の記載によると，氏名不詳の高松市議会議

員は，「高松市議会の議員の報酬及び費用弁償等に関する条例」の規定に

基づき高松市長が支払った費用弁償につき受領拒否をし，高松市に対して

供託に要する費用（郵券代金，封筒代金，職員の事務処理に要する人件

費相当額）相当額の損害を与えているほか，別紙「費用弁償受け取り拒

否通告書」の記載によると，同議員は費用弁償に係る金員の支払請求権を

  
 

別紙  ２  
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行使しないことを表明し支払請求権を放棄しているのであるから，高松市

は支払義務はないので当該支払行為自体が違法な公金支出となるのである。

高松市が費用弁償として一旦支出した金員を同議員が高松市に戻入する

行為が公職選挙法第１９９条の２に規定する「寄附の禁止」の規定に違反

する行為であるとの解釈もあり得るが，若し仮に公職選挙法に抵触すると

仮定しても，同議員自身の問題であり，高松市長は戻入に応じる必要があ

るのであり戻入を怠ることはできないのである。結局，①別紙「費用弁償

受け取り拒否通告書」の記載の通り権利者が支払請求権を放棄して高松市

には支払義務がないのに公金を支出する行為は違法な公金支出に該当し，

②一旦，支出した費用弁償に係る公金の戻入を怠る不作為は地方自治法第  

２４２条第１項に規定する違法な怠る事実に該当するものであり，③若し

仮に，高松市に支払義務があると仮定しても，供託の原因を作った議員自

身は上記の供託に要する費用相当額の損害を高松市に与えているのである。

本件各公金支出又は怠る事実は，上記の①②③のいずれであると解したと

しても，地方自治法第２４２条第１項に規定する違法な公金支出又は怠る

事実に該当するものであり，地方自治法第２３２条第１項，同法第２条第

１４項，地方財政法第４条第１項の各規定にも違反する違法な公金支出又

は怠る事実に該当するものである。本件住民監査請求の費用弁償に係る公

金支出に関する対象期間は，本件住民監査請求前１年間の公金支出を対象

とするものであるが，費用弁償の戻入を怠る事実については平成１５年６

月２３日付「費用弁償受け取り拒否通告書」の受領後に支出した費用弁償

の全部を対象とするものである。  

   よって，本件請求人は，高松市監査委員が，上記各公金支出及び各費用

弁償に係る公金の戻入を怠る事実につき責任を有する者に対して上記記載

の各損害の補填をさせる等の「必要な措置」を講ずるよう高松市長に対し

て勧告することを求める。  

４ 監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査によることを求

める理由（原文）  

  住民監査請求の分野においては，従来の監査委員の制度は正常に機能し

ておらず，信用できないので，個別外部監査契約に基づく監査を求めざる
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を得ない。  

 

第２ 監査対象事項  

本件請求による監査対象事項は，高松市の職員が，費用弁償受け取り拒

否通告書を提出している高松市議会議員（以下「当該議員」という。）に

対して，費用弁償に係る公金を支出していることおよび当該費用弁償の供

託に要する費用に公金を支出していることが違法な公金の支出に該当する

か否か，また，供託した費用弁償金の戻入を怠っていることおよび当該議

員に対して供託に要した費用相当額の損害賠償請求をしないことが財産の

管理を怠る事実に該当するか否かという事項である。  

 

第３ 高松市長に法第２５２条の４３第２項前段の規定による通知を行わなか

った理由  

   本件請求の監査を行うに当たっては，監査委員に代わる外部の専門的知

識を有する者を必要とするような特段の事情があるとは認められず，むし

ろ，監査委員の監査による方が適当であると判断したことによるものであ

る。  




